






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































A）農業・狩猟・林業 22 21 0 1 0
B）漁業 4 4 0 0 0
C）鉱業・採石 0 0 0 0 0
D）製造業 74 57 0 9 8
E）電気・ガス・水道 17 ．13 1 1 2
F）建設 11 9 0 2 0
G）卸売・小売・補修 100， 91 0 5 4
H）ホテル・飲食業 53 48 0 2 3
1）交通・倉庫・通信 59 52 4 3 0
J）金融仲介業 22 21 0 1 0
K）不動産・賃貸・研究
　　開発その他の事業 489 452 5 14 18
L）公的管理・保護 29 29 0 0 0
M）教育 710 670 4 22 14
N）保健・社会事業 577 558 3 11 5
O）その他の社会・人
　　的サービス給付 1591 1452 17 74 48
P）家事代行業 0 0 0 0 0
Q）法定業務外団体 0 0 0 0 0
《総計》 3758， 3，477 34 145 102
（注）一部重複活動分野を含む。
《資料》Co㎜uni取InterestCom脚ies：ノ㎞nu田Report2009－2010（Dep痴entfor
　　　Bus㎞ess　Innovation＆Sldlls，July2010）at25．
（186）　Regulator　of　Community　Interest　Companies，Annual　Report2009－2010
　（BERR＝Department　for　Business，Enterprise　and　Regulatory　Reform）at288孟s8g．
　Available　at：http：／／wwwしcicregulatoLgo凧uk／news／Annua1％20Report／Annual％20
　Report％202009－10一％20FinaLp（if
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VI　CIC規制官の審査業務と審査基準
　地域社会益会社（CIC）制度を運用・監督するねらいから、専任の規制
機関（CIC規制官／CICRegulator）が置かれた。CIC規制官には、独自の
調査権を持たせずに、むしろCIBや会社登記所の決定や処分に不服な者
に対する審判機能を持たせたい。これにより、裁判所に行かなくとも、簡
易に救済が受けられるようにしたいと、CICサイドに奉仕する性格の機関
としてデザインするとの当初の方針にそって制度が整備された。
1　CIC規制官とその業務
　2005年4月1日に、旧通産省（DTI）〔現事業革新技能省／BIS〕担当大
臣は、5年以内の任期で、地域社会益会社（CIC）を所管する初代のCIC
規制官（CIC　Regulator）を任命した（2004年地域社会企業法27条1項・
3項および27条関係別表3）。
（1）会社登記官とC［C規制官との関係
　地域社会益会社（CIC）益録に関して、会社登記官（CompanyRegistrar）
とCIC規制官（CIC　Regulator）とは、それぞれ独立した役割を担ってい
る。会社登記官の本務は、会社全般に適用ある会社法（CompaniesActs）
およびそれらに基づいて発せられた規則（reguladons）や命令（orders）
を遵守させることである。これに対して、CIC規制官の本務は、CIC登録
をした会社に適用ある2004年地域社会企業法第2編（187）および2005年CIC
規則などを遵守させることにある。
　会社登記官に対するCICの新設、既設会社のCIC転換申請があったと
する。この場合、会社登記官は、CICの登録業務に関してはこれをCIC規
制官に付託する。この付託を受けて、CIC規制官はCICの登録業務を担当
する。
（187）　Available　at：http：／／www．opsi．gov：uk／acts／＆cts2004／ukpga＿20040027＿en＿5＃pt2．
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　一方、会社登記官は、申請した会社がCICに適格であるとしたCIC規
制官からの通知があり、かつ、その会社が会社法上の要件をすべて充足し
ている旨の確認ができるまで、必要な登録を行い、当該会社はCICであ
る旨を記載した会社設立証書（certtacate　ofincorpora盤on　ofa　company　as
aCIC）を発行してはならない。
　ちなみに、CIC登録申請にっいては、会社登記官が、その申請書の受付
窓口になり、かつ、申請手数料を徴収している。これは、申請者の便宜を
はかる観点から取られた一本化措置（singleentrypoint）に過ぎない。
（2）C℃規制官の職務の範囲
　CIC規制官（CICRegulator）は、公職任用コミッショナー事務局
（Ofnce　ofthe　Commissionerfor　PublicAppointments）が公募し、CICを
所管する大臣が任命する（2004年地域社会企業法27条1項・2項及び27
条関係別表13第3条）。CIC規制官は事務局（OfHce　ofthe　Community
InterestCompanies）を有し、現事業革新技能省（BIS）〔旧通産省／（DTI）
およびその後継省である企業・規制改革省（BERR）〕所管の執行工一ジェ
ンシーである会社登記所（Companies　House）内に置かれている。CIC規
制官の職務の範囲は、次のとおりである（2004年地域社会企業法27条4
項～5項・41条～46条）。
〔図IIl－46〕CIC規制官の職務の範囲
・CIC申請書の審査
・CICの法律遵守義務の確保
・CICの重大な受忍義務違反の取締
・CICの新ブランドの確立
・CICの認定・登録を求める人たち向けのガイダンスの発行
・その他CICの支援およびCIC関係専門職の支援
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（3）CICの業務運営方針
　CIC規制官事務局は、CICの登録審査業務、監督業務などの規制業
務、さらには指導業務などを担当する（2004年地域社会企業法41条～
46条）。これらCICの業務運営は、‘‘軽微（1ighレtouch）”であることを
基本方針としている。ある意味では、チャリティに対する包括的かつ
積極的な規制を方針とするチャリティコミッションとは、対照的な監
督・規制を目指していたといえる。もっとも、実際にできあがった仕組
みでは、CIC規制官は、幅広い監督権限を有するかたちとなっており、
批判もあるところである。批判が出ている背景には、CICが、会社法に
基づいて設立された他のすべての有限責任会社と同様に、会社登記所
の法人登記官（RegistrarofCompanヱCompanyResistrar）に対して、
「会計書類（accountingrecords）」（2006年会社法386条以下）、「年次
会計書類（annualaccounts）」（2006年会社法393条以下）、「取締役報
告書（director’sreport）」（2006年会社法415条以下）、その他法定書類
（statutory　records）を作成・保存するとともに、これらを、会計年度ご
とに、「年次報告書（annualretum）」（書式ARO1）とともに、会社登記所
（Companies　House）内の会社登記官（CompanyResistrar）へ提出する
ように義務づけられていることがある（2006年会社法441条以下）。
（4）CIC規制官の監督権限の範囲
　CIC規制官は、会社登記官にCIC登録申請があった場合、CIC領域に
関する書面審査を行う権限を付与されている。その審査領域は、地域社会
益記載書（Community　InterestStatement）、その他登録資料について、申
請者が会社登記官に提出した会社の基本定款、附属定款が2004年地域社
会企業法・2005年CIC規則等に準拠したものになっているかどうか、CIC
転換登録にかかる社員（株主）総会特別決議の副本その他の書類が真正な
ものかどうかなどにまで及ぶ。CIC登録にあたり、最も重要なことは、法
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定の「地域社会益基準（communityinteresttest）」を充たしているかどう
かである。CIC規制官は、この審査にあたり、補正が必要な場合には、非
公式に追加資料の提出を求める。この場合、できるだけ簡便に電話や電
子メールで質問することで処理する方針を取っている。また、CIC規制官
は、CICの受忍義務の状況調査にあたっても、できるだけ非権力的な手法
を用いる方針を取っている。また、利害関係人間で紛争があった場合で、
それが話合で解決可能な場合には、そうした処理方法を用いる。
法令に定められたCIC規制官の監督権限をおおまかに図説すると、次
にとおりである（2004年地域社会企業法41条以下）。
〔図表”1－47〕CIC規制官による監督権限の範囲
相談およびガイダンス（advice　and　uidance）　CIC規制官は、CICお
よび担当大臣（BIS担当大臣。以下同じ。）が必要と認めた事項に関す
るガイダンス（事務運営方針）の発行その他の支援を行うものとする。
CIC規制官は、ガイダンス発行に先立ち、利害関係人に対して公開諮問
／意見聴取を求めなければならない。既定の手続を踏んだうえで発行し
たガイダンスは、インターネットで公開するものとする。
CICおよびその事務局は、CIC一般に関する事項について、関係する個
人または団体と協議を行う機会を持つことができる。ただし、特定の
CICの相談に乗ること、または、正式は申請手続がある前に特定のCIC
に対して裁断を下すことをしてはならない。
CICおよびその事務局が発行するガイダンスその他の相談は、特定の事
案に対する専門職による相談に相当するものと解されてはならない。
調査（investigations）：2004年地域社会企業法42条および42条関係別
表7は、CIC規制官に対して、1985年会社法（2006年会社法による修
正を含む。）447条に基づいて担当大臣およびその委任を受けてBIS／事
業革新技能省の会社調査部（CIB＝Companies　InvestigaHon　Branch）に
付与されたと同じような調査権限を付与する。
CIC規制官は、CIC適格等について、自らが、あるいは、会計士や弁護
士のような第三者に依頼して、調査を実施することができる。
CIC規制官は、自らの負担で監査人（auditors）に依頼し、特定のCIC
が提出した会計報告書（accounts）を調査し報告するように求めること
ができる。
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ちなみに、CIC規制官に付与された権限は、会社のCIC適格に関し
て調査を可能にする範囲のものである。言い換えると、2006年会社
法改正を受けて1985年会社法447条に基づいてBISのCIB（会社調査
部）が行使する権限、または、1985年会社法432条に基づいて調査官
（lnspector）に依頼する権限を代替するものではない。
このことから、特定のCICについて、詐欺、不正行為そのた法令違反
があると認められる場合で、そのCICがイングランド・ウエールズ・
スコットランドで登録されているときには、BISのCIB（会社調査部）
会社調査官（lnspector　ofCompanies）にあてて苦情申立てを行うこと
になる。こうした事案についてCIC規制官に苦情申立てがあった場合
には、CICとCIBとの間で協議・調整を行うことになる。
権限行使（enforcement）：政府は、CIC規制官によるCICの監督は、
できるだけ軽微な（1ight　touch）な仕組みとする。CIC規制官には独自
の調査権を持たせずに、むしろCIBや会社登記所の決定や処分に不服
な者に対する審判機能を持たせたい。これにより、裁判所に行かなくと
も、簡易に救済が受けられるようにしたいと、CICサイドに奉仕する性
格の機関にする意向を示し（『CIC制度政府草案』33～35頁）、この線
にそって制度が整備する方向を示していた。しかし、実際に仕上がった
監督の仕組みにおいて、CIC規制官はかなり強い権限行使ができるもの
となっている（2004年地域社会企業法41条、45～51条）。
《CICに代わっての民事訴訟手続の開始》CIC規制官は、CICの社員ま
たは取締役が法令、定款に違反する場合には、当該CICに代わって民
事訴訟手続を開始することができる（2004年地域社会企業法44条）。例
えば、CICの取締役の忠実義務違反がある場合があげられる。
《役員の解任または任命（removal　or　appointment　of　o仔icers）》CIC
が、’解怠状態【①経営における不正行為、失敗等があると認められる場
合、②会社資産を保護する必要があると認められる場合、③地域社会益
／コミュニティインタレスト基準を充足していないと認められる場合、
④その会社の定款に定めた地域社会益／コミュニティインタレスト目
的に沿った事業が行われていると認められない場合】にあたるとする。
この場合、解怠状態を解消するために、CIC規制官は、当該CICの取
締役を解任ないし新たな取締役を任命する権限を有する（2004年地域
社会企業法45条～46条）。
《マネジャーの任命（appointment　of　a　manager）》CIC規制官は、CIC
が解怠状態にあると認められる場合には、その状態を解消する目的に限
りマネジャー（manager／執行役員を任命する権限を有する（2004年地
域社会企業法47条）。
180　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）
《CIC資産の直接管理・信託に付すこと（tovest（intrust）the
property　of　a　CIC）》CIC規制官は、CICが解怠状態にある場合で、当
該CICの財産が浸食される危険があると認められるときには、CIC規
制官事務局員を公財産保有人（Official　Property　Holder）（2004年地域
社会企業法29条）に任命または私人を任命して、CIC規制官の指示の
下、当該CICに代わってその財産を直接管理もしくは信託に付したう
えで、維持・処分させる権限を有する（2004年地域社会企業法48条）。
《CIC株式の譲渡命令（to　order　the　transfer　of　shares）》CIC規制官
は、CICが不適格会社（excluded　company）にあたると認める場合に
は、その会社の支配構造を変え、不適格会社でなくするために、株式有
限責任会社（CLS）形態のCICにっいては排除対象者保有の株式の強制
譲渡、または保証有限責任会社（CLG）形態のCICについては排除対
象者の社員権の強制譲渡を命じる権限を有する（2004年地域社会企業
法49条）。
《裁判所へのCICの清算請求（petition　to　the　Court　for　the　winding
upofaCIC）》CIC規制官は、正義・公正を確保するために、裁
判所に対して、公序（publicinterest）に反するなどを理由に、
CICの清算を求める権限を有する（2004年地域社会企業法50条）。
《裁判所へのCICの解散無効命令請求（to　apply　to　the　Court　for　an
order　that　an　order　that　the　dissolution　is　void）》CIC規制官は、1985
年会社法651条に基づいて、裁判所に対して、CICの解散は無効である
との命令を求める権限を有する（2004年地域社会企業法51条）。
（5）C［C規制官の決定に対する不服申立制度
CIC規制官は、さかざまな決定（処分）を行う権限を有する。これら
の決定（処分）が受け容れられない場合には、不服申立てを行うこと
ができる。2004年地域社会企業法および2005年CIC規則は、不服申立
制度（appealsframework）について規定している。すなわち、2004年
地域社会企業法は、「CIC不服審査官（Appea10fficer＝Appea10fficerfor
Community　Interest　Companies）」にっいて（2004年地域社会企業法28条
および28条関係別表4）、一方、2005年CIC規則は、不服審査官への申立
手続について規定している（2005年CIC規則第11章37条以下）。
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（a）C［C不服審査官による審査
　CIC不服審査官は、BIS担当国務大臣が、期間を定めて、任命または再
任する（2004年地域社会企業法28条1項、28条関係別表4第1条）。CIC
不服審査官は、CIC規制官が下した決定（処分／decisions）および命令
（orders）〔以下「決定等」〕に対する不服申立てがあった場合、それらを
審査する権限を有する（2004年地域社会企業法28条1項）。CIC不服審査
官は、政府およびCIC規制官から独立してその権限を行使する。不服申
立ては、CIC規制官が行った決定等において法律または事実にっいて実質
的な暇疵があったことを理由に、これを行うことができる（2004年地域
社会企業法28条4項）。
（b）不服審査請求の対象となる決定等
　CIC規制官が下した決定等のうち、不服審査の対象となるものを掲げ、
図説すると、次のとおりである。
〔図表川一48〕CIC規制官による決定等の種類と不服申立てができる者
CIC規制官による決定等の種類不服申立てできる者 根拠法令
新設のCICとしての登録適格
なしとの決定 会社の基本定款署名人 法36条10項
既設会社がCICとしての登録
適格なしとの決定 会社 法38条のA第5項
慨怠状態にあるCICへのマネ
ジャー（manager／執行役員）会社 法47条14項
任命命令
CICに代わっての財産の保有、
信託等にかかる命令
会社および命令を
受けた者 法48条12項
CLS形態のCICの場合で、特
定人（排除対象者）保有の株式
の譲渡命令
会社および株式の譲
渡命令を受けた者 法49条5項
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CLG形態のCICの場合で、特会社および社員権
定人（排除対象者）保有の社員 の譲渡命令を受け 法49条6項
権の譲渡命令 た者
CICからチャリティヘの転換を
認めないとする決定 会社 法55条のA第4項
CICの基本定款に記載された目
的の変更を認めないとする決定 会社 規則15条8項
CICの清算にかかるCIC資産
の分配に関する指示
会社の社員または
取締役 規則23条11項
＊法＝2004年地域社会企業法　　規則一2005年CIC規則
（c）CIC不服審査官への不服申立て・審査手続
　CIC不服審査官による不服審査手続は、CIC規制官へ「審査申立書
（nodce　ofappea1）」を送付することからはじまる。すなわち、不服審査
請求人は、CIC規制官から理由を附記した決定等（2004年地域社会企業法
61条5項）を受理した日から2ヵ月以内にCIC規制官に対して、審査申
立書に決定等の副本を添付したうえで、不服審査の申立てをしなければな
らない（2005年CIC規則37条1項および4項）。ただし、CIC規制官が発
した指示（directions）にっいての不服申立ては（2005年CIC規則23条）、
その指示を受理してから3週間以内にこれをしなければならない（2005
年CIC規則37条2項）。
　CIC規制官は、審査申立書を受理したときに、応答書を作成することが
できる（2005年CIC規則39条1項）。CIC規制官は、その応答書を、審査
申立書を受理した日から2週間以内にCIC不服審査官に対して送達しな
ければならない（2005年CIC規則39条2項）。CIC不服審査官は、当該応
答書の副本を不服審査請求人に送達しなければならない（2005年CIC規
則39条3項）。CIC不服審査官は、不服審査請求人およびCIC規制官に文
書または口頭で意見を述べる機会を与えなければならない（2005年CIC
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規則39条4項）。
　CIC不服審査官は、必要に応じて、適切な日時や方法において調査、
聴聞等を実施できる（2005年CIC規則39条5項）。CIC不服審査官は、
提出されたあらゆる資料や理由などを総合勘案し、①棄却（dismiss）、
②容認（allow）または③CIC規制官への差戻し（remitthecasetothe
Regulator）のいずれかのかたちで裁断を下す（2004年地域社会企業法28
条5項、2005年CIC規則40条以下）。
2　地域社会益基準
　通例、ほとんどの営利会社（法人）は、たとえ雇用などで直接・間接に
地域社会に貢献しているとしても、主たる目的は、その社員や従業者に利
益をはかることにある。この点、地域社会益会社（CIC）は、異なる。そ
の主たる目的は地域社会益の増進をはかることにあり、法人を経営する人
やそこで働く人の個人的な利益をはかることが本来のねらいではない。
　この立法趣旨を明確にするために、CIC規則では、「地域社会益基準
（community　interesttest）」という文言で基本原則を定めている（2004年
地域社会企業法35条、2005年CIC規則第2編3条以下）。
（1）「地域社会」の定義
　CIC登録制度にいう「地域社会（community）」とは、イギリス国内外
を問わず、特定地域、特定部門などにおける一部または全部の人の集団な
どを指す（CIC規則3条～6条）。ただ、会社（法人）は、CIC登録申請
にあたり、どのような集団の人たちの利益をはかるのかをはっきりと記載
しなければならない。例えば、「自分の家族」「自分の友人」あるいは「O
Oビールの愛好者」といった、真正な意味での「地域社会」の利益に資す
るとは思われない集団を対象とした申請は却下される。
　したがって、少なくともCICが増進することをねらっている‘‘利益”と
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は、申請会社の社員や従業者の利益を超える広い利益の増進を目指してい
????
がある。このことから、「○○地区の居住者」、「識字が困難な人た
ち」、「高齢者」、「若年失業者」、「アフリカの小規模営農者」、「○○病の患
者」、「自動車産業でレイオフされた労働者」などがあげられる。また、
「環境汚染の調査」、「湿地の保全」、「言語や文化の保護」、「スポーツの振
興」、「博物館の建設」、「コミュニティ計画の支援」などがあげられる。
　また、一定の収益事業を行い、剰余金を地域社会の利益に供する場合
も、CIC登録の適格性を有するといえる。例えば、「収益事業を営み、そ
こからあがった剰余金を○○の支援に充てる」、「役務提供契約から生じた
剰余金をOOの利益に供する」などがあげられる。この場合、事業活動自
体がコミュニティの利益に資するものであってもよいし、事業からあがっ
た利益・剰余金をコミュニティの利益に供する場合でもよい。
（2）具体的判定基準
　CICの登録申請にあたり、会社（法人）は、CIC規制官に対して地域社
会益基準を充当している旨の証拠資料を提出しなければならない（2004
年地域社会企業法36条1項・37条1項）。申請人は、その証拠を「地域社
会益記載書（CommunityInterestStatement）」にしてCIC規制官に提出す
るように求められる（2005年CIC規則11条1項a号・12条1項b号）。
　会社（法人）は、CICとして登録が認められたとしても、恒常的に地域
社会益基準を充足するように求められる。CIC規制官は、当該会社（法
人）がこの基準を充足していないと判断した場合、是正をはじめとした一
定の処分をすることになる（2004年地域社会企業法41条～46条）。基準を
充足しているかどうかの判定においては、次のような要素が考慮される。
イギリスのチャリティ制度改革（2）（石村）　185
〔図Ill－49〕具体的な判定における要素
・会社（法人）が設定している目的
・従事している事業の範囲
・その事業から誰が利益を受けるのか（事業の受益者）
　地域社会益基準は、不確定な概念である。この基準を充足しているかど
うかにっいては、理性ある人（reasonable　person）が、申請会社（法人）
の目的にそった活動が究極的に地域社会の利益増進に資すると見られる場
合に充足しているとされる。ただ、会社（法人）の目的にそった活動が、
必ずしも直接地域社会の利益にっながっている必要はない。したがって、
間接的に地域社会の利益増進につながっていることでもよい。
　例えば、会社（法人）の事業が、製品の製造・販売を目的としていると
する。したがって、必ずしもこの目的からは地域社会の利益に資する事業
をしているとはいえない。しかし、その事業からあがうた利益・剰余金
を、公益活動その他地域社会益を増進する活動に投入されている場合に
は、地域社会益基準を充足しているとされる。
（3）不適格会社
　地域社会益法人（CIC）の認定・登録が認められない場合（不適格会社／
excluded　company）がある。それらは、次の二つである（2004年地域社
会企業法35条4項、2005年CIC規則3条～6条）。
〔図III－50〕不適格会社となる（消極）要件
①法律制定の働きかけおよび法律制定の働きかけを支持する政治活動
②理性のある人が、その利益が特定団体の会員または特定の雇用主に雇
　われている従業者にのみに及ぶと判断できる活動
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（a）政治活動団体
　まず、「政治活動」を行う会社（法人）は、たとえ地域社会益を増進す
る目的の事業を行っているとしても、CIC登録を求めることはできない
（2004年地域社会企業法35条6項、2005年CIC規則6条1項a号～c号）。
　地域社会益増進を目的とする会社（法人）であっても、政府や議会に対
し、法律制定の働きかけ、すなわち「直接ロビイング団体」に加え、新聞
をはじめとしたマスメディアに政治的意見広告を出すことを目的とする、
いわゆる「間接ロビイング団体」は、CICの認定を受けることはできな
い。また、集票活動を含む政党を支持することあるいは政治活動を行うこ
とを目的とする団体（政党・政治団体）は、法人格を有していても、CIC
として登録できない。さらに、政党が関連法人あるいは子法人として立ち
上げた会社（法人）も、CICの登録ができない。
（b）特定会員の利益増進活動をする団体
　理性のある人が、その利益が特定団体の会員または特定の雇用主に雇わ
れている従業者にのみに及ぶと判断できる活動は、地域社会益を増進する
目的の事業とみなされない。
　企業の従業者向けのスポーツクラブは、その利益が特定団体の会員にの
み及ぶ事例に一つといえる。ただ、この場合でも、例えば、その施設がそ
の地域の住民一般にも開放されているときや、その地域において他で利用
できない訓練施設を提供しているときには、地域社会の利益を増進する目
的の事業とみなされる。
　また、会員制でサービスを提供する目的で設立された会社であっても、
そのサービスが社会的必要性に基づいている場合、あるいは、当該会社が
他では職を見つけにくい社会的弱者に対し雇用を提供している場合には、
地域社会の利益を増進する目的の事業とみなされる。この場合、利益が、
特定者のみならず、コミュニティー般の利益にも資すると判断できるから
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である。
3　資産の利用目的限定（アセットロック）原則の適用
　地域社会益法人（CIC）には、地域社会益用「資産の利用目的限定原則
（アセットロック原則／asset　lock　rule）」が適用になる。したがって、地
域社会益増進目的で保有する基本財産ないし基金、さらにはその事業活動
から生じた利益や余剰金などの資産（「活動原資」）は、原則としてその利
用目的が地域社会益用に限定される。
　アセットロック原則はCIC制度の根幹をなす。CICにアセットロック
原則が適用になるのは、CICは、‘‘コミュニティ益”増進をねらいとした
ゴーイングコンサーン（永続企業）であるからである。
　言い換えると、“配当の極大化”を至上命題とする純粋な営利企業とは
異なるからである。したがって、新設会社（法人）にしろ、既設会社（法
人）にしろ、CIC登録を目指す場合には、まず、アセットロック原則が
適用になり、常時‘‘コミュニティ益増進”の志が問われるゴーイングコン
サーンになることを重く受け止める必要がある。
（1）適格「資産の譲渡」要件
　CICが「資産（マイナス資産である負債を含む。以下同じ）が譲渡（処
分）（transfer　ofassets）」する場合、あるいは、CICが残余資産を譲渡す
る場合には、次の要件を充足しなければならない。（2004年地域社会企業
法31条、2005年CIC規則23条）。
〔図IIl－51〕適格「資産の譲渡」要件
①CICが保有する資産で譲渡の対象となるものの価額は、完全な対価
　　（例えば市場価額）で評価するものとする。
②残余資産（remaining　residual　assets）は、CICの基本定款または附
　属定款に規定された資産の利用目的限定団体（asseレ10cked　body／ア
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　セットロックト団体）、例えば、他のCICや登録チャリティ、CIOな
　どに譲渡するものとする。
③他のアセットロックト団体に対し残余資産を譲渡する場合には、CIC
　規制官の承認を要する。資産の譲渡は地域社会益に資するものでなけ
　ればならない。
　2005年CIC規則によると、CIC登録を求める会社は、以上のような内
容の資産の譲渡要件を、その基本定款もしくは附属定款に規定していなけ
ればならない（2005年CIC規則23条4項および5項）。また、CICは、自
らが望めば、資産の譲渡に関して、こうした法定要件よりも加重な要件を
任意で採用することができる（2005年CIC規則23条4項および6項）。
（2）アセットロックト団体の指定
　CICは、会社の解散（清算）をする場合で、それが債務超過に伴うもの
でないときには、地域社会益用の残余資産（remainingresidualassets）を
同種のアセットロックト団体（資産の利用目的限定団体）に譲渡するよう
に求められる（2005年CIC規則23条4項および5項）。
　CICは、その基本定款もしくは附属定款に規定することで、特定のア
セットロックト団体に対して、完全な対価以下の対価（価額）で残余資産
を譲渡することができる（188）。残余資産の譲渡先が明定されていない場合に
は、ICI規制官が、譲渡先を指定することができる（2005年CIC規則23条
4項および6項）。
　また、ICI規制官は、清算するCICの社員または取締役から、基本定款
もしくは附属定款に指定されたアセットロックト団体が不適切であるとの
申入れがあり、かつ、その申入れが正しいと認める場合には、自らが妥当
と考えるアセットロックト団体を指示し、そこに当該残余資産を譲渡する
ものとする（2005年CIC規則23条4項および6項c号）。ICI規制官は、
（188）　‘‘完全な対価以下”とは、実質的には‘‘無償”でもよいという意味である。
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この指示をするに先立ち、当該CICの社員や取締役と協議を行い、かっ、
当該CICの定款の定めに沿い望ましい譲渡先を決めるものとする（2005
年CIC規則23条7項a号およびb号）。
（3）清算時における持分社員に対する資産の返却制限
　CIC制度の下では、登録の対象となる会社は、私益を目的とする投資家
をかかえる株式有限責任会社（CLS）の類型を選択し、CIC登録をするこ
とができる。CLS形態をとるCICの清算（輌nding－up）〔2005年CIC規則
23条〕にあたっては、持分社員（株式引受人）に対する資産の返却（株
式の払戻しなど）が問題になる。原則として、持分社員に対する払込金の
払戻額を超えては残余資産の分配はできないことになっている。この場
合、配当等に対する法定の「分配の上限（cap）」原則が適用になる（2004
年地域社会企業法30条）。
（4）通常の取引基準の適用
　CICの登録の対象となっているのは、‘‘営利法人”あるいは‘‘営利企業”
である。CICが、通常の商取引にかかる債権・債務関係においては、ビジ
ネス界のルールを遵守し、責任を負うのは当然である。したがって、ビジ
ネス契約上の義務履行に対しては、アセットロック原則は適用にならな
いo
　例えば、CICが、通常の商取引を行った結果債務超過に陥った場合に
は、契約上の義務を履行するために、地域社会益用資産の処分をしなけれ
ばならないことも想定される。この場合、アセットロック原則を楯にし
て、契約上の義務を免れることはできない。
（5）資産の譲渡の意味
　「市場価格以下での資産の譲渡（transfer　ofassets　atless　than　market
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value）」の文言は、広く解釈されなければならない。また、CICが保有す
る大部分の資産が現金である例も少なくない。役務提供に対する支払は、
完全な市場価格でなければならない。この意味は、例えば、CICの取締役
や職員に対する報酬や給与は、その職務や役務内容に照らして、高すぎて
はならないという解釈を導き出すことができる。
（6）地域社会益基準とアセットロック原則との関係
　地域社会益基準とアセットロック原則とは相互関係にある。つまり、地
域社会益基準は、理性ある人がCICの事業がその会社の取締役や従業者
などの利益のために営まれてお9地域社会益のために営まれていないと判
断する場合には、充足されていないことになる。
4　C℃に適用される法定「分配制限」
　地域社会益会社（CIC）制度の下では、エクイティファイナンス（equity
finance）の仕組みを取り入れた投資家（株主や転換社債保有者）をかか
える会社類型（CLS）も参加している。しかし、CICの本来の目的は、‘‘配
当の極大化”ではなく、‘‘地域社会益の増進”にある。双方の二一ズを調整
するねらいから、法定の「分配制線（distribuUoncap）」が置かれている。
この法定分配制限は、一種のセーフハーバーである。CICは、社員総会で
の同意があり、この法的制限（セーフハーバー）内であれば、地域社会益
増進度合を勘案することなしに、分配が可能である。
　分配制限（distribution　cap）原則はCIC制度の根幹をなす。分配制限原
則は、大きく「配当制限（di願dendcap）」と「利子制限（interestcap）」
に分かれる。
（1）配当と配当制限
CICが、持分主に対して剰余金の配当（dividends）を支払うことがで
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きるかどうかは、それぞれの会社（法人）類型により異なる。また、配当
が許容される場合でも、そのCICの定款や規約など根本規則にその旨の
定めがあるかどうかなどにより、取扱は異なる。
（a）会社類型の違いに基づく配当制限の概要
会社（法人）類型ごとの配当制限（dividendcap）の概要を図説すると、
次のとおりである。
〔図IIl－52〕CIC登録した会社類型ごとの配当制限適用の概要
①持分なしの保証有限責任会社（CLG）類型のCIC
この類型の会社が登録CICになった場合には、持分主（株主）がいな
いため、配当はできない。
②株式有限責任会社（CLS）および持分を有する保証有限責任会社で、
　CIC規則別表第2の規定の適用あるCIC
この類型の会社が登録CICになった場合には、その基本定款または附
属定款に特段の規定があるときには、指定されたアセットロックト団体
に対して配当ができる。また、指定団体以外に対して配当をする場合に
は、CIC規制官の許可を受ける必要がある。ただし、これらの場合、配
当については、法定の配当制限の適用を受けない。ただし、普通法人と
同様に、‘‘利益なければ配当なし”ルールの適用を受ける。
③株式有限責任会社（CLS）および持分を有する保証有限責任会社で、
　CIC規則別表第3の規定の適用あるCIC
この類型の会社が登録CICになった場合には、その基本定款または附
属定款に特段の規定があるときには、指定されたアセットロックト団体
以外の持分主（株主）に対して配当ができる。この場合に‘‘持分主（株
主）”には、純粋な証券投資を目的とした株主を含む。ただし、これら
証券投資家に対する配当の支払については、法定の配当制限の適用があ
る。
以上のように、登録CICに対する法定の配当制限は、あらかじめ定款
等に規定されたアセットロックト団体、定款等に規定されていないアセッ
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トロックト団体の場合でも、CIC規制官の許可がある場合には、適用され
ない。
なお。登録CICが配当を行うに先立っては、普通法人（会社）の場合
と同様に、配当について、社員による普通決議ないし特別決議を要する。
したがって、取締役は、社員の同意なしに、持分主（株主）に対する配当
を行ってはならない。
（b）配当制限の仕組み
配当制限（dividend　cap）は、三っの要素からなる（2005年CIC規則17
条以下）。
〔図III－53〕配当制限3要素
①最大配当率制限（Ma｝dmumDividendCap）
【2005年7月1日～2010年4月5日まで】一株あたりの配当率に対す
る制限。具体的には、「イングランド銀行の基本貸出レート〔09年8
月現在では、0．5％（189）〕より5パーセント高い比率まで」に制限される
（2005年CIC規則22条1項a号）。なお、この場合に一株の「株価」と
は、「額面額＋プレミアム」を指す。しかし「市場価格」ではない。し
たがって、券面額が1ポンドで、プレミァムが2ポンド計3ポンドで発
行されている場合には、「株価」は3ポンドになる。この3ポンドの株
式を5ドルで取得して株主になっても、1株あたりの配当は、3ポンド
を基準に、株式取得契約時の基本貸出レート＋5パーセント以内の配当
率で算定する。
【2010年4月6日以降】当該会社株式の払込額の20％まで。
②総額配当割合制限（AggregateDividendCap）
会社収益のうち、配当に回すことが認められる総額の割合に関する制
限：現在35パーセントである（2005年CIC規則22条1項b号）。した
がって、残り65％は、地域社会益に資する活動に再投資される必要が
ある。
③配当の繰延と累積配当制限（CapforCarryingforwardUnused
Divi（iend）
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株式が配当繰延条項つき優先株式（1go）のかたちで発行されている場合に
は、当年における配当率制限内に支払われるはずの配当の一・部または全
部を繰り延べることができる。ただし、翌年以降の累積配当は、4年間
に限定される。しかも、総額配当割合制限が適用になる（2005年CIC
規則19条および20条）。
　なお、これらの比率は、CIC規制官が、パブリックコンサルテーション
（公開諮問／意見公募）を行ったうえで、寄せられたコメント（意見）を
参考にして、所轄大臣の承認を得たうえで、変更ができる。これらの比率
は上限（caps）を示したセーフハーバーである。したがって、CICによっ
ては、定款等においてこの比率よりも低い比率を規定することも可能であ
る。
（2）利子と支払利子制限
　CICは、普通法人と同様に、会社の基本定款ないし附属定款に規定する
ことにより、通常の商業利率で資金の借入れをすることができる。した
がって、ここで検討することは、CICの地域社会益増進事業に関する借入
れ（debts）や発行された社債・債券（bonds，debentures）に対して支払
う利子についてである。
（a）支払利子制限を設けている趣旨
　すでにふれたように、株式発行による地域社会益増進事業の資金調達
の場合その配当には上限（caps）が付されている。したがって、利子を支
払って地域社会益増進事業の資金調達をする場合に上限（caps）を付さな
（189）　A▽ailable　at：http：／／www．bankofengland．cαuk／monetarypolicy／decisions／decisionsO9．
　htm．
（190），配当繰延条項つき優先株式は、コーポレートファイナンス上は、財務状況が悪化
　した時などにキャッシュアウトを抑制し、企業財務の柔軟性・安定性をもたらすこ
　とができるという理由で活用される。
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いとすると、均衡を欠くことになる。イコールフッテング（競争条件の均
等化）の視点から、「利子制限（interestcap）」を設けることにしたわけで
ある。
　利子制限は、パーセント比率で表示される。利子の支払が伴う契約が発
効した日に公表されているレートが適用になる。既存の契約については、
その会社（法人）のCIC登録が完了した日のレートが適用になる。いっ
たん適用されたレートは固定的で、原則としてその契約が完了するまで不
変である。ただし、イングランド銀行の貸出レート等を基準に設定された
上限（caps）の変更に応じて、上下させることができる。
（b）利子制限率
利子制限率の変遷は、次のとおりである（2004年CIC規則21条、22条
1項c号および2項）。
〔図1”一54〕利子制限率
利子制限率（Interest　Cap）
【2005年7月1日～2010年4月5日まで】CIC規則に基づいて「イン
グランド銀行の基本貸出レートより4パーセント高い比率まで」となっ
ている（CIC規則22条1項c号関係別表4）。この利子制限率に基づく
と、例えば、CICが金融機関から社会益増進事業用資金として10パーセ
ントの利率で10万ポンド借入れ、その年中の借入額10ポンドを維持し
たとする。この場合、利子制限率が8パーセントだとすると、1万3，000
ポンドの利子は支払うことは認められない。支払利子は8，000ポンドに
制限される。
【2010年4月6日以降】イングランド銀行の基本貸出レートより4パー
セント高い比率までとなっている。
なお、利子制限率は、CIC規制官が、パブリックコンサルテーション
（公開諮問／意見公募）を行ったうえで、寄せられたコメント（意見）を
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参考にして、所轄大臣の承認を得たうえで、変更ができる。
5　CICの自己株式取得、株式消却および減資
　営利会社は、「利益なければ配当なし」ルールの支配を受ける。したがっ
て、例えば負債が自己資本に食い込んでしまって欠損状態に陥ってしまっ
ている場合には配当ができない。この場合、配当ができるようにするため
には、減資（二資本金の額の減少）によって欠損状態の解消をはかる方法
もある。また、株主が転売しにくい株式を手放すことを求めている場合あ
るいは会社を管理しやすくする場合には、すでにその会社が発行している
株式を減らす（減資）方法が取られることもある。こうした場合には、
いったんその会社が自社の株式（自己株式）を取得してから、会社内で消
却手続をすすめることになる。
　一般に、営利会社が自己株式取得（repurchaseofo㎜shares）、株式
消却（redem画onofshares）および減資（reducdonofcapita1）を行っ
た場合、その株主（持分社員）は、自己が払い込んだ価額を超える配当
を受け取ることも多い。これら自己株式取得、株式消却および減資の
手続にっいては、原則として2006年会社法の適用を受ける。これに加
え、CICの場合、2004年地域社会企業法や2005年CIC規則【株式の消却
（redemption）や自社株式の取得（purchase　ofown　shares）〔2004年地域
社会企業法30条1項および2項、2005年CIC規則24条〕、さらには減資
（redu面onofsharecapita1）〔2005年CIC規則25条〕】の適用を受ける。
（1）CICの自己株式の取得と株式消却
　2005年CIC規則24条は、CICに対して自己株式取得ないし株式消却を
通じて、その株主（持分社員）が払い込んだ価額を超える支払を行うこと
により、当該会社の資産の分配を制限している。この規定は、CICの定款
に記された資産の利用目的限定（アセットロック）原則を補強するもので
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ある。
　また、CICが株式を消却した場合には、発行済み株式の額面価額に相当
する資本金が減少されることになる。
（2）CICの減資
　2005年CIC規則25条は、CICに対して減資（資本金の額の減少）を通
じて、その株主（持分社員）に対して当該会社の資産の分配を行うことを
制限している。すなわち、減資により、その会社の株主（持分社員）の払
込みがなされていない持分資本に起因する個人的な債務を帳消しにするこ
と、あるいは、払い込んだ価額を超える支払を行うことを禁止している。
　ちなみに、CICが減資を行う場合には、その定款に減資ができる旨の記
載を要する。
V”CICのガバナンスとディスクロージャー
　地域社会益会社（CIC）登録の対象となる会社は、地域社会益の増進を
目的とする。多様な会社がCIC登録を行っており、また、その規模も大
小さまざまである。CICの統治（ガバナンス）のあり方を考える場合に
も、その種類や目的を斜酌することが大事である。
1　CICのガバナンス
　会社法（CompaniesActs）は、その構成員について、会社は、少なくと
も1人の取締役（director）を有するように求めている（2006年会社法7
条1項）。社員（株主）総会（membersmeetings）や取締役会（directors’
meetings）など会社のガバナンスの仕組みにっいては、基本定款または附
属定款に必要な定めをするように求めている（2006年会社法8条以下）。
　また、CICは、会社法に基づいて設立された他のすべての有限責任会
社と同様に、「会計書類（accoun廿ngrecords）」（2006年会社法386条以
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下）、「年次会計書類（annual　accounts）」（2006年会社法393条以下）、「取
締役報告書（director’s　report）」（2006年会社法415条以下）、その他法定
書類（statutory　records）を作成・保存するように義務づけられている。
もっとも、報告内容（報告項目、その詳細度等）は、基準年度（当年度お
よび前年度）の事業収入額等により、小規模会社期問（small　companies
regime）〔2006年会社法381条以下〕に該当するか、また、上場会社
（quoted）か非上場会社（unquoted　companies）かで異なる（2006年会
社法358条）。また、CICの取締役（』および事務役）は、他のすべての有限
責任会社と同様に、会計年度ごとに、これらの法定書類に加え、「年次報
告書（amual　retum）」（書式ARO1）を会社登記所（Companies　House）
へ提出するように求められる（2006年会社法441条以下）。
　CICが上場会社の場合、ガバナンスや法定記録の作成・保存等にっいて
は、財務報告書協議会（FinancialReportingCounci1）が公表している「会
社統治に関する共通基準（Combined　Code　on　Corporate　Govemance）」
（2003年7月）（191）によることになっている。
　CICがガバナンスの仕組みを確立するにあたり大事なことは、取締役や
社員・株主が遵守可能な内容であることと、CICおよび地域社会の最良の
利益（bestinterest）にっながるものでなければならないことである。
（1）CICの取締役
　CICの取締役は、CIC登録をしていない会社の取締役の場合と同様に、
会社に対して忠実義務を負う。したがって、会社法その他の法律等、基本
定款や附属定款、社員・株主総会の決議を遵守し、その業務を忠実に行わ
なければならない。さらに、CICの取締役は、こうした一般的な義務に加
え、地域社会益（communityinterest）の増進に資する会社運営を行うよ
うに求められる。実務的には、CICの取締役は、会社の投資家社員に対す
（191）　Available　at：http：／／www．fsa，govluk／pubs／ukla／1r＿comcode2003．pd£
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る剰余金配当の極大化よりも地域社会益を優先するかたちその義務を遂行
するように求められるのが特徴といえる。
　一般に、会社の日常業務は、取締役（directors）が執行する。会社の
多くは、取締役会（board　ofdirectors）を置いており、この場合には、会
社の業務執行その他社員総会の権限に属する以外の事項については、取
締役会の決定に従い代表取締役（chiefexecutive）ないし財務担当取締役
（nnancialdirector）などがそれぞれの業務を執行する（192）。
　また、会社の規模が大きくなるに従い、取締役による日常業務の統制は
難しくなる。状況によっては、その会社の従業者に業務執行を委任する必
要も出てくる。ガバナンスを確立し、内部統制が効率的に働くようにする
ためにも、取締役は、業務執行の委任においては、その委任の限界を明確
にする必要がある。
　イギリス会社法上、取締役に正式に選任されていないとしても、その業
務執行が取締役の権限にあてはまる概観を呈している場合には、いわゆ
る「陰の取締役（shadow　director）」ないし事実上の取締役とみなされる
（2006年会社法521条）（193）。その者の業務執行の信頼を置いて取引を行っ
た善意の第三者は保護されることになっている。とりわけ、社会的企業で
あるCICの場合、一般社員や利害関係者が一体となって会社業務の運営
にあたっていることも多く、後発的な紛争を回避するためにも特定の従業
者に権限の委任が行われている場合にはその旨を明確にし、ガバナンスの
確立に努める必要がある。
（192）　もちろん、最高の意思決定については、社員（members）が重い役割を担ってい
　る。この点、例えばCIC登録会社の場合、剰余金の配当にっいては、取締役でない
　社員のみが決議することができることになっているなどの規制があり、注意を要す
　る。
（193）　邦文の資料として、坂本達也『影の取締役の基礎的考察』（2009年、多賀出
　版）、石山卓也『事実上の取締役理論とその展開』（1984年、成文堂）参照。
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（2）CICの社員
　CIC会社が、株式有限責任会社（CLS）形態を採っている場合、基本定
款や附属定款に定める社員（members）は「株主（shareholders）」であ
ることが多い。一方、CICが、保証有限責任会社（CLG）形態を採ってい
る場合には、通例1ポンド程度の保証引受人が複数いるが、株主はおら
ず、他は基本定款や附属定款に定める社員（members）として参加した
ものからなる。
　CICの業務は、取締役会が意思決定し代表取締役が執行するか、取締役
会を置かない会社にあっては各取締役が執行するか、あるいは取締役か
ら委任を受けた特定の従業者が執行することになる。しかし、CICの重要
な政策に関する本来的な意思決定権は社員にある。すなわち、社員総会
（members’meetings）が最高の意思決定機関である。
　会社法は、社員に対して社員総会の開催を求める権利を与えている。こ
の権限に基づき、社員は、取締役の選任や退任、特定事項について取締役
への委任、剰余金の配当、重要な取引の承認、会社根本規則（基本定款や
附属定款等）の改廃などについて、総会で決議することができる。社員が
こうした権限行使ができるのは、まさに、社員総会が最高の意思決定機関
であることに由来する。
　さらに、CICの場合、社員は、会社がその目的にそって地域社会益の増
進に資する運営を行っているのかどうか監督する任務を負っている。CIC
規制官による監督がより軽微で済むためにも、CIC社員による内部統制が
より重要な役割を担っている。
（3）CICと利害関係人
　CICは、社員、取締役、従業者、カスタマー（顧客）など、幅広い層の
利害関係人（stakeholders）を有する。CICの意思決定や実際の業務執行
は、こうした利害関係人にとり透明であり、これらの人たちの利益を保護
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するかたちで行われるように求められる。
　その一方で、CICの最大の目的は、‘‘地域社会益の増進”にあることも
忘れてはならない。したがって、CICのガバナンスにおいては、常に利害
関係人の利益と地域社会益とのバランスを保つ努力が求められる。
　こうしたバランスをはかるために、CICは、必要に応じて利害関係人総
会（stakeholders’meeHngs）を開催するのも一案である。また、利害関係
人を対象に、ニューズレターを頒布するのも一案である。今日では、利害
関係人が広く会社の財務情報や活動報告を知ることができるように、これ
らの情報をホームページ（HP）で公開する手法が広く用いられている。
2　取締役への報酬支払制限
　CICは、最大の目的は、‘‘地域社会益の増進”である。したがって、CIC
のガバナンスにおいては「取締役の報酬（directors’remunerぬon）」が適
正な金額かどうかが重い課題となる。取締役報酬にかかるルールをまとめ
て見ると、次のとおりである。
〔図III－55〕取締役への報酬支払ルール
・CICの取締役は、当該会社から報酬の支払を受けることができる。
・CICの取締役に支払われる報酬は、相応な金額でなければならない。
・CICの取締役に支払われる報酬額の決定は透明に行われるように求め
　られる。
・CIC規制官ないしCICの社員は、取締役への報酬支払額が不相応に
高額である場合には争訟に訴えることができる。
（1）C℃取締役への報酬支払
　チャリティ登録をしている会社の場合には、その取締役・理事を務める
者に対しては、原則として報酬支払をすることが認められない。これに
対して、CICの場合、その取締役に対する報酬支払は原則として認められ
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る。
　ひとくちにCICといっても、その業務内容や規模はさまざまである。
相当規模のCICの場合には、その地域社会の生活環境の改善、雇用の確
保という面でも、ゴーイングコンサーン（永続企業）であることが重要で
あり、常に経営の健全さが問われる。登録チャリティである会社のよう
に、理事者は無報酬が原則ということで、とかく名誉職の理事者に隠居場
として活用されている常態は健全ではない。
　CICの場合、資産の利用目的限定原則（アセットロック原則／assetlock
rule）が適用になるといっても、やはり、取締役の経営手腕は無視でき
ず、資質の高い取締役に対しては高い報酬を支払う必要も出てくる。
　CIC登録をしていない会社の場合には、取締役は、その業務執行の内容
に即して株主総会の決議、あるいは、基本定款ないし附属定款の定めると
ころに従い報酬の支払を受けることができる。この点について、CICの取
締役の場合にも、単純に社員総会の決議に従い報酬の支払を受けることが
できる。言い換えると、会社の基本定款ないし附属定款の定めるところに
よらずに報酬の支払を受けることができる。しかし、CIC規制官は、CIC
の取締役に対する報酬については、その基本定款ないし附属定款に明定す
るところに従い支払うように指導している。
　通例、取締役にかかる報酬規定は附属定款に盛り込まれることになる
が、この場合、社員総会ないし取締役会が決定することになる。また、こ
の場合、その決定に利害を有する取締役を投票に参加できないことになっ
ている。また、会社と取締役との間で締結された報酬支払契約も、社員総
会で承認を受けなければならない。
　この点について、CIC規制官が作成・公表している『CIC向けの模範規
約（Mode1ConstitutionsforCIC）』では、次のように規定する（194）。
（194）　See，CIC　Regulato蔦Model　Constitutions　for　CICs（December2006）．Available　at：
　http：／／㎜．cicregulatoLgovuk／guidance／MemArts6Dec2006．pd£ちなみに、CIC規制
　官事務局は、社員の少ない小規模保証有限責任会社（CLS・small　membership）用、
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〔図Ill－56〕CIC模範規約25条〔取締役の報酬その他役務提供の条件〕
第1項　1985年会社法、附属定款、当該会社が充足する地域社会益基
準および第2項の下で行った議決に従い、取締役は、取締役が執行する
業務または当該会社もしくはその子会社に提供する役務の条件（報酬を
含む。）を決定することができる。
第2項　社員は、普通決議により、取締役が得ることができる報酬を、
一般的または特別に、制限または特定することができる。
（2）CIC取締役への「相応」な報酬支払の意味
　すでにふれたように、CICの取締役の場合には、報酬支払ルールの適用
を受け、「支払われる報酬は相応な金額でなければならない」旨の制限が
課され、不相応に高額な報酬の支払は禁じられる。これは、CICであるか
どうかに関係なく適用あるルールといえる。言い換えると、取締役も社員
も、決議さえ通せば、自由に報酬額を決められる仕組みになっていない。
　とりわけ、CICの場合には、取締役の報酬については、地域社会益基準
（commmityinteresttest）と地域社会益用「資産の利用目的限定原則（ア
セットロック原則／asset　lock　rule）」の面から、精査するように求められ
る。
（a）地域社会益基準
　地域社会益基準は、理性ある人が、地域社会益の増進のために業務執行
をしている取締役に対する報酬が相応な範囲内にあることを求める。この
場合、例えば特定従業者のための取締役の業務執行などは、地域社会益の
増進に資するものとは解されない（195）。
　社員の多い大規模株式有限責任会社（CLG・large　membership）用など、7種類の
　CIC向け模範規約を作成・公表している。Available　at：http：／／www．cicregulatoLgov
　uk／CIC％20guidance／Annex％20A％20一％20August％202008％20（version％202）、
　pd£
（195）地域社会益基準について詳しくは、本稿第3部IV2参照。
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（b）アセットロック原則
　アセットロック原則は、CICがその資産を地域社会益の増進目的に費消
することを求める。この原則の下、CICは、会社資産を完全な対価（例え
ば固定資産については適正な市場価格）以下で譲渡することを禁じる規定
を附属定款に置くように求められる。したがって、例えば会社の地域社会
益用資産を適正な市場価格以下で役員報酬のかたちで移転するような実務
は、アセットロック原則に抵触する。ここまで明瞭でなくとも、取締役へ
の報酬支払額が、その業務内容に照らして不相応に高額とみなれる場合、
当該支払はアセットロック原則に反する。場合によっては、争訟により是
正を求める必要がある。
3　登録チャリティの受託者・理事とその子会社の取締役の兼務
　チャリティコミッションは、登録チャリティの収益事業規模が大きい場
合に、当該チャリティが別会社（子会社）を設立しそこで行うように求
めている。この場合、通例、当該子会社は株式有限責任会社（CLS）形態
で、持分株式を100パーセントその登録チャリティが保有している。イギ
リス税法は、登録チャリティが受け取る配当や利子などの金融収益に対す
る所得課税を非課税としている。このことから、当該子会社は、受け取る
配当等を登録チャリティは無税で本来の公益事業に費消することができ
る。また、当該子会社は、親団体であるチャリティ〔親チャイティ（parent
charity）〕に対して損金算入対象となる公益寄附金を支出することができ
る。こうした親チャリティに対する資金供給団体としての子会社の活用
は、一イギリスにおけるチャリティの活動原資を確保する意味で重要な役割
を演じている（196）。なお、この場合、登録チャリティ出資会社（CLS）は、
望めば、登録CICになることもできる。
（196）　See，CC　Guidance：CC35Trustees，trading　and　tax；How　charities　lawfully　trade
　（Apri1，2007）Available　at：http：／／www．charity－commission．gov：uk／publications／cc35d．
　asp＃16．
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　したがって、この場合の問題は、登録チャリティの受託者・理事
（trustees）が、その子会社（あるいは登録CIC）の取締役を兼務するこ
との是非である。イギリスチャリティ法上、チャリティの受託者・理事
は、その業務執行については無報酬であることが原則である。したがっ
て、受託者・理事が子会社（あるいは登録CIC）の取締役に就任した場合
に報酬の受取を認めるとすれば、チャイティ法あるいはCIC法上のガバ
ナンスを確保するうえで、どのようにとらえたらよいかが問われる。
　チャリティの受託者・理事が、その子会社の取締役会に参加する必要性
はある。しかし、仮に当該子会社は親チャリティに活動原資を供給する目
的で設立されているとしても、チャリティの全受託者・理事がその子会社
の取締役会に参加する、つまり全受託者・理事が取締役を兼務することに
っいては問題なしとはしない。
　この点について、チャリティコミッションは、少なくともチャリティの
受託者・理事の1人は、子会社の取締役でないように指導している。この
取締役を兼務していない受託者・理事が、チャリティと子会社の利害が抵
触するような事案について、独立した立場から適切な判断ができるような
態勢を整えるように求めている。
　また、チャリティの受託者・理事が、子会社の取締役あるいは従業者と
して業務を執行している場合、チャリティの根本規則のなかに子会社での
報酬受取を認める規定がある場合ないしチャリティコミッションから特別
の許可がある場合を除き、当該業務執行に対する報酬支払は認められな
い（197）。つまり、この場合には、原則としてチャリティ法上の“無報酬原則”
が適用される。
（197）　See，CC　Guidance：CC35Trustees，tradingαnd　tax；How　charities　lawfully　trade
　（April，2007）D15Can　charity　trustees　and　employees　also　work　for　a　trading
　subsidiaryP　Available　at：http：／／www：charity－commission．govluk／publications／cc35d．
　asp＃16．
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4　年次会計書類、年次報告書およびCIC報告書の提出
　イギリスにおいて、すべての有限責任会社は、「会計書類（accoundng
records）」（2006年会社法386条以下）、「年次会計書類（annual　accounts）」
（2006年会社法393条以下）、「取締役報告書（director’s　report）」（2006年
会社法415条以下）、その他法定記録（statutory　records）を作成・保存す
るように義務づけられている。また、会社の取締役（および事務役）は、
会計年度ごとに、これらを会社登記所へ提出するように求められる（2006
年会社法441条以下）。
　また、会社登記所（Companies　House）は、会社の取締役（および事務
役）に、「年次報告書（anmal　retum）」（書式ARO1）を作成したうえで、
提出するように求める。年次報告書には、会社の名称、会社の登録番号、
会社の種類（私会社、公会社等の区別）、登録事務所の住所、会社事務役
の経歴（ただし事務役を置いている場合）、取締役の経歴、年次報告書の
更新日、株式の種類等や株主構成のような基本的な情報を提供することが
目的である。会社登記所は、各年、会社の登録事務所へ年次報告書を期日
までに提出するように連絡してくる。
　会社登記所へ提出されたこれらの会計書類や年次報告書等の記録は、公
の閲覧に供される。その法人の利害関係人（ステークホールダー）に対す
るアカウンタビリティを確保することがねらいとされる。
　地域社会益会社（CIC）も、ふっうの会社と同様に、会社登記所に年
次会計書類や年次報告書を提出するように求められる。CICの場合、
加えて、「年次地域社会益会社報告書（CIC報告書／communityinterest
company　report）」を会社登記所に提出する受忍義務を負う（2004年地域
社会企業法34条、2005年CIC規則26条以下）。
（1）CIC報告書の記載内容
CICの取締役は、「年次地域社会益会社報告書（CIC報告書／
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communityinterestcompanyreport）」を会社登記所に提出するように求め
られる（2004年地域社会企業法34条、2005年CIC規則26条以下）。CIC報
告書の作成・提出を求めることの意味は、CICが地域社会益基準（コミュ
ニティインタレスト基準／communityinteresttest）を充足していることを
利害関係人に開示することにある。
　CIC報告書には最低でも次のような情報を記載しなければならない
（2005年CIC規則26条以下）。
〔図”1－57〕CIC報告書記載事項
・CICとして地域社会の利益に資する事業の詳細（2005年CIC規則26
条1項a号）
・CICの事業に利害関係人が関与することの詳細（2005年CIC規則26
条1項b号）
・取締役に支払われる報酬に関する情報。全取締役に支払われる報酬総
額、報酬支払総額が20万ポンドを超える場合には、最も高額な報酬
支払を受ける取締役の詳細、株主としての利益を享受する取締役の数
等を含む（2005年CIC規則26条1項c号）
・株式配当および債券利子支払の詳細（2005年CIC規則27条）ならび
に分配制限（distributioncap）原則の適用の詳細（2005年CIC規則
28条）
・地域社会益用資産に対する利用目的限定の原則（アセットロック原則／
assetlock　rule）の適用に関する情報。例えば、会社の地域社会益用
資産の適正な市場価格以下で譲渡があった場合、その情報（2005年
CIC規則26条2項）
　CIC規制官事務局は、「模範CIC報告書（model　CIC　report）」を公表し
ており、インターネットを通じて入手できる。この報告書フォームに書き
入れるかたちでも作成は可能である。
（2）C℃報告書の提出
会社法は、普通の会社が会社登記所に提出する 「年次会計書類（amua1
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accomts）」や「取締役報告書（director’s　report）」を、株主や社債券保有
者等にも送付するように義務づけている（2006年会社法423条）。これに
対して、CIC報告書については、そうした義務づけがなされていない。こ
の点の根拠は明らかではない。
　CIC報告書は、これを公的記録として保管する会社登記官（Registrar）
に提出することになっている（2004年地域社会企業法34条2項）。そし
て、会社登記官にCIC報告書の提出があれば、会社登記官は、その副本
をCIC規制官へ転送することになっている。ちなみに、CIC報告書の提
出期限は、各CICの会計期間の設定により異なる。しかし、年次会計書
類や取締役報告書の提出と同期限となっている（2005年CIC規則29条）。
＊本稿は、公益財団法人公益法人協会・法制委員会／コンプライアンス委員会合
同会議（平成23年1月27日開催）における筆者の講演資料「イギリスの『社会的
企業』構想における『地域社会益会社（CIC）』と新『公益法人（CIO）』制度の
所在」をもとに執筆した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法学部教授）
